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Since its foundation, the Japan Post Group, has operated as a state-run postal 
service and has provided reliable, safe and secure postal service. It has 
provided the nation with universal service of not only its postal service but 
also its affiliated Japan Post Bank and Japan Post Insurance to this day. In 
order to continue to promote safety and reliability, it is necessary for the group 
to continue to provide this form of service. The government's basic policies and 
implementation plans with regard to postal privatization has decentralized 
those three service sectors leading to inconveniences to the customer. To 
improve customer satisfaction and to further enhance corporate value, 
especially in rural areas, it is essential to promote community-based 
management. It must become more grounded from the perspective of the 
customer and take into consideration the community it serves. For the current 
system to achieve sustainable management, an effective project monitoring 



















 わが国の郵政事業は､明治 4 年の郵便制度創設以来、全国の郵便局ネットワー
クを通じて、郵便､郵便貯金、簡易生命保険など国民生活に必要不可欠な基礎的サ
ービスを長年にわたり提供してきた。この間、幾度かの組織変遷を経て、2003





























































































 上記の 4 つの事業会社のうち「ゆうちょ銀行」及び「かんぽ生命保険」の金融
二社については、民営化開始後 10 年以内に政府（持株会社）保有の全株式を市
場で完全に売却することが郵政民営化法第 7 条 2 項で義務づけられている。しか
し実際には、旧三公社（電電、専売、国鉄）の株式売却事例からもわかるように、
株式を売却する場合には段階的に株式の処分が行なわれることになろう。以上の










































































































（注）内国郵便物の種類や大きさ等の制限は、郵便法（昭和 22 年 12 月 12 日法律第 165 号）  
   第 14 条及び第 15 条で定められている。また、内容証明及び特別送達の取扱いについて 















 日本郵政株式会社法（平成 17 年 10 月 21 日法律第 98 号）は、社会・地域貢献
資金の交付として、第 6 条で「会社は、郵便事業株式会社に対し、郵便事業株式
会社法第 4 条第 4 項に規定する社会貢献業務計画の定めるところに従い、社会貢
献業務の実施に要する費用に充てるものとして、社会貢献資金を交付するものと
する。」、また、第 2 項で、「会社は、郵便局株式会社に対し、郵便局株式会社法















営化特別委員会の附帯決議（2005 年 10 月 14 日）によって、同基金は 1 兆円を
超えて最大2兆円まで積み立てることができると明記されている。そして同社は、
この原資 1 兆円を過去 10 年間の国債利回りの平均である 1.8％で運用し、年間




つまり、過疎地等で収益が厳しい郵便局の 1 局平均の年間赤字額は約 600 万円で















配慮が行われた。これらの会社は、1987 年 4 月 1 日の新しい会社への移行時に、
旅客数が少ないため大幅な赤字が予想されたことから、3 社には「経営安定基金」
（3 社で 1 兆 2,700 億円）」が民営化後 10 年間で法律によって積み立てられた。
この基金の運用益によって各社ともに最終利益が計上できるようになり、安定し
た経営が可能になったのである（9）。 
 なお、郵便貯金事業と簡易生命保険事業については、民営化移行期間の 10 年
間に限って、郵便局株式会社との“安定的な代理店契約”を結ぶことを、「株式会
社ゆうちょ銀行」並びに「株式会社かんぽ生命保険」の双方に義務づけている。






















































































































    よる。また、会計検査院決算検査報告データベース（http://report.jbaudit.go.jp）及び 








 日本郵政グループの経営状況は、図表 3 の日本郵政グループ 2011 年 3 月期中
間決算の概要からも、さらに厳しい状況が続いていることがわかる。日本郵政グ
ループが発表した 2010 年 4 月～9 月期の半年決算では、連結純利益が前年同期
比 18％減の 1,651 億円であった。これは郵便事業会社の「ゆうパック」と日本通
運の「ペリカン便」との統合を目指した「ＪＰエクスプレス」の統合並びにその







































＜通期見通し（2011 年 3 月期）＞ 
（出典）http://www.japanpost.jp/pressrelease/101112_H23 
注 1）億円未満の計数は切捨て。また、連結合計値と、単体計数の合算値とは、他の連結処理 
    のため、一致しない。 
注 2）通期見通しについては、経営環境に関する前提条件の変化に伴い、予想と異なる可能性 
    がある。 
 
ープの責務として掲げられているものである。 











のCSR（Customer Satisfaction Responsibility ）の重要度が増してきている。 



















経常収益 87,916 2,050 8,144 6,340    11,101 68,209 
前 年 同 期
（21/9）比 
▲1,597 +18   ▲186     ▲102    ▲195    ▲915 
経常利益 4,853 1,216 ▲844 232 2,781 2,595 
前 年 同 期
（21/9）比 
▲197 +55 ▲646 ▲132 +133 +472 
中間純利益 1,651 1,282 ▲593 74 1,659 455 
前 年 同 期
（21/9）比 
▲357 +153 ▲400 ▲19 +77 +74 
経常利益 8,800 1,300 ▲890 250 5,000 4,400 
前年（22/3）比 ▲1,272 ▲171 ▲1,459 ▲374 +57 +603 
当期純利益 3,400 1,460 ▲540 100 2,900 770 









































































2017 年 9 月末までに全株式を、持ち株会社の日本郵政は３分の１超を残してそれぞれ売



















（9） 経営安定基金の 3 社に対する内訳は、ＪＲ北海道が 6,822 億円、ＪＲ四国が 2,082 億円、
ＪＲ九州が 3,877 億円である。石井晴夫（1999）『交通ネットワークの公共政策（第二
版）』中央経済社、pp.198～199。 





















（11） 日本郵政グループの 2010 年 3 月期（前年度）の決算では、郵便事業会社は 8 年ぶりに
最終赤字に転落している。郵便事業会社は、取扱物数は前年同期比で郵便物が 3%減、ゆ
うパックが 4.7%減、ゆうメール 4.8%増、トータルで 2.3%減少した。ここ数年、郵便物
は 2%前後減少しつつある中で、経常利益は 569 億円の黒字を確保したものの、日本通
運との間で進めてきた宅配便事業の統合の見直し、つまりＪＰエクスプレスの解散・清
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